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１.平成17年９月中間期の連結業績（平成17年４月１日～平成17年９月30日）
(1) 連結経営成績 (注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

(注) ① 17年９月中間期 634百万円 16年９月中間期 379百万円 17年３月期 239百万円

② 17年９月中間期 1,999,115株 16年９月中間期 1,999,115株 17年３月期 1,999,115株

③ 無

④ 売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2) 連結財政状態

(注) 17年９月中間期 1,999,115株 16年９月中間期 1,999,115株 17年３月期 1,999,115株

(3) 連結キャッシュ・フローの状況

(4) 連結範囲及び持分法の適用に関する事項
連結子会社数 持分法適用非連結子会社数 持分法適用関連会社数

(5) 連結範囲及び持分法の適用の異動状況
連結(新規) (除外) 持分法(新規) (除外)

２.平成18年３月期の連結業績予想（平成17年４月１日～平成18年３月31日）

(参考)１株当たり予想当期純利益（通期）

　本資料における上記の予想を含む見通しの記述は、発表日現在に入手可能な情報に基づき作成したものであり、
実際の業績・結果は予想数値あるいは見通しと異なる場合があります。なお、上記の予想に関する事項は、添付
資料の９ページをご覧ください。
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[添付資料]

（１）企業集団の状況 

　　当社グループは、当社、子会社148社及び関連会社16社で構成され、その営んでいる主要な事業及び企業
　集団の概要図は、次のとおりであります。

（鉄道事業） （百貨店業）
　嵯峨野観光鉄道㈱ 　㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ西日本伊勢丹
※関西高速鉄道㈱ （物販・飲食業）
（旅客自動車運送事業） 　㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ西日本ﾃﾞｲﾘｰｻｰﾋﾞｽﾈｯﾄ
　中国ｼﾞｪｲｱｰﾙﾊﾞｽ㈱ 　㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ西日本ﾌｰﾄﾞｻｰﾋﾞｽﾈｯﾄ
　西日本ｼﾞｪｲｱｰﾙﾊﾞｽ㈱ 　㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙｻｰﾋﾞｽﾈｯﾄ広島

　㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙｻｰﾋﾞｽﾈｯﾄ岡山
　㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙｻｰﾋﾞｽﾈｯﾄ金沢
　㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙｻｰﾋﾞｽﾈｯﾄ米子
　㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙｻｰﾋﾞｽﾈｯﾄ福岡
　㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ西日本ﾌｧｯｼｮﾝｸﾞｯｽﾞ
（各種物品等卸売業）
　ｼﾞｪｲｱｰﾙ西日本商事㈱

不　動　産　業
（不動産販売・賃貸業） （ホテル業） （清掃整備事業）
　京都駅ﾋﾞﾙ開発㈱ 　㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ西日本ﾎﾃﾙ開発 　㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ西日本ﾒﾝﾃｯｸ
　大阪ﾀｰﾐﾅﾙﾋﾞﾙ㈱ 　㈱ﾎﾃﾙｸﾞﾗﾝｳﾞｨｱ広島 　㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ西日本広島ﾒﾝﾃｯｸ
　ｼﾞｪｲｱｰﾙ西日本不動産開発㈱ 　㈱ﾎﾃﾙｸﾞﾗﾝｳﾞｨｱ大阪 　㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ西日本金沢ﾒﾝﾃｯｸ
　㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ西日本福岡開発 　㈱ﾎﾃﾙｸﾞﾗﾝｳﾞｨｱ岡山 　㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ西日本福岡ﾒﾝﾃｯｸ
（ショッピングセンター運営業） 　和歌山ﾀｰﾐﾅﾙﾋﾞﾙ㈱ 　㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ西日本岡山ﾒﾝﾃｯｸ
　天王寺ﾀｰﾐﾅﾙﾋﾞﾙ㈱ 　三宮ﾀｰﾐﾅﾙﾋﾞﾙ ㈱ 　㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ西日本福知山ﾒﾝﾃｯｸ
　京都ｽﾃｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ㈱ 　倉敷ｽﾃｰｼｮﾝ開発㈱ 　㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ西日本米子ﾒﾝﾃｯｸ
　富山ﾀｰﾐﾅﾙﾋﾞﾙ㈱ （旅行業） （情報サービス業）
　㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ西日本ｸﾘｴｲﾄ 　㈱日本旅行 　ｼﾞｪｲｱｰﾙ西日本情報ｼｽﾃﾑ㈱
　芦屋ｽﾃｰｼｮﾝﾋﾞﾙ㈱　 （物品賃貸業） ※鉄道情報ｼｽﾃﾑ㈱
　金沢ﾀｰﾐﾅﾙ開発㈱ 　ｼﾞｪｲｱｰﾙ西日本ﾌｧｲﾅﾝｽ㈱ （建設事業）
　㈱岡山ｽﾃｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ （貸自動車業）   ㈱ﾚｰﾙﾃｯｸ
　㈱明石ｽﾃｰｼｮﾝ・ｾﾝﾀｰ 　㈱駅ﾚﾝﾀｶｰ関西 ※大鉄工業㈱
　山陽ｽﾃｰｼｮﾝ開発㈱ 　㈱駅ﾚﾝﾀｶｰ中国 ※広成建設㈱
　山陰ｽﾃｰｼｮﾝ開発㈱ （広告業） （その他）
　呉ｽﾃｰｼｮﾝ開発㈱ 　㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ西日本ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ 　㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ西日本ﾘﾈﾝ
　㈱天王寺ｽﾃｰｼｮﾝﾋﾞﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ （車両等設備工事業） 　㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ西日本総合ﾋﾞﾙｻｰﾋﾞｽ
　広島ｽﾃｰｼｮﾝﾋﾞﾙ㈱ 　㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ西日本ﾃｸﾉｽ　 　㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ西日本ﾏﾙﾆｯｸｽ　
　神戸ｽﾃｰｼｮﾝ開発㈱ 　博新車両工業㈱   JR西日本ﾌｨﾅﾝｼｬﾙﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱
　中国ｽﾃｰｼｮﾝ開発㈱ （電気工事業） 　㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ西日本交通ｻｰﾋﾞｽ
　㈱和歌山ｽﾃｰｼｮﾝﾋﾞﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ   西日本電気ﾃｯｸ㈱ 　JR西日本ｺﾞﾙﾌ㈱
　㈱新大阪ｽﾃｰｼｮﾝｽﾄｱ 　西日本電気ｼｽﾃﾑ㈱ 　㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ西日本ｳｪﾙﾈｯﾄ
　大阪ｽﾃｰｼｮﾝ開発㈱ （土木・建築等コンサルタント業）
　㈱京都駅観光ﾃﾞﾊﾟｰﾄ 　ｼﾞｪｲｱｰﾙ西日本ｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ ㈱
（注）　※は、持分法適用関連会社を示しております。

西 日 本 旅 客 鉄 道 ㈱

運　　輸　　業 流　　通　　業

そ　の　他　事　業

２
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（２）経 営 方 針  

 

当社は、平成 17 年４月 25 日、福知山線塚口・尼崎間における快速電車の脱線により、

106 名ものお客様の尊い命を奪い、500 名を超えるお客様にお怪我を負わせるという、

極めて重大な事故を惹き起こしました。 

お亡くなりになられました数多くのお客様のご冥福を心よりお祈り申しあげますと

ともに、ご遺族の皆様に対しまして深くお詫び申しあげます。また、お怪我をされた数

多くのお客様には、心からのお見舞いとお詫びを申しあげ、一日も早いご快癒をお祈り

申しあげます。 

ご遺族の皆様、お怪我をされたお客様をはじめ、列車が衝突したマンションにお住ま

いの皆様に対しまして、今後とも誠意をもってできる限り対応させていただく所存でご

ざいます。 

当社といたしましては、今後、決してこのような事故を起こさないため、平成 17 年

５月 31 日に国土交通大臣へ報告した「安全性向上計画」の着実な実行に全力を挙げて

取り組み、信頼回復に努めてまいる所存です。 

 

 １．経営の基本方針  

当社グループは、基幹事業である鉄道事業を中心に、安全を最優先する企業風土の

構築に取り組み、「安全第一」を積み重ねてまいります。 

当社グループは、鉄道事業を基軸とし、鉄道を利用されるお客様を主たる対象とし

たサービスの提供や駅及び駅周辺の資産の有効活用を主眼において、流通業、不動産

業等の事業を展開しております。事業展開にあたっては、企業グループとしての総合

力を発揮し、持続的成長、発展と企業価値の向上を実現することを目指し、経営資源

の有効活用を図るなど、経営基盤の強化に努めております。 

今後とも、厳しい経営環境が見込まれる中、安全最優先を基本に据えて、市場動向

を的確に捉えながら、保有する経営資源を最大限に活用し、お客様に安心して繰り返

し選択されるサービスを提供すべく、諸施策を戦略的かつタイムリーに講じていくこ

とによって、企業価値の向上に取り組んでまいります。 

 

２．利益配分に関する基本方針  

当社は、安定的な配当の継続を重視するとともに、将来にわたり健全かつ安定的な経

営基盤を確立するため、内部留保を充実させることを基本的な考え方としております。 

配当の具体的な考え方につきましては、資本構成における自己資本並びに長期債務の

状況等を踏まえ、営業収益を持続的に安定成長させ得ることを前提に、平成 20 年度ま

での期間におきまして、１株あたり年間 6,000 円の配当を実施する予定であることを既

にお示ししているところであり、当期の中間配当金については、１株あたり 3,000 円と

することとします。 

 



 

 ４

３．中長期的な経営戦略及び目標とする経営指標  

当社グループは、平成 20 年度までのグループ中期経営目標において、企業グループ

としての総合力を発揮し、持続的成長・発展と企業価値の向上を実現することを目指

すべき基本的方向に定め、「『お客様目線の徹底』への挑戦」等の行動計画を掲げる

とともに、平成 20 年度の数値目標を次のとおりとしておりました。 

 

連結ＲＯＡ（総資産営業利益率）          ６．４％ 

連結ＲＯＥ（株主資本当期純利益率）       １０．０％ 

連結営業収益                １２,５００億円 

運輸収入                   ７,５６５億円 

 

しかしながら、今後、安全を最優先としてお客様の信頼回復を図るべく「安全性向

上計画」を実行していくとともに、グループ中期経営目標についても見直しを行って

いくこととしております。 

 

 ４．対処すべき課題  

当社といたしましては、福知山線での列車事故にかかわるご遺族の皆様、お怪我を

されたお客様をはじめ、列車が衝突したマンションにお住まいの皆様に対しまして、

今後とも誠意をもってできる限りの対応をさせていただきます。 

また、決してこのような事故を起こさないため、経営に携わる者が自ら先頭に立ち、

強い意志とリーダーシップをもって、グループ会社とも連携のうえ、全力を挙げて「安

全性向上計画」の着実な実行に取り組んでまいります。 

さらに、９月６日に国土交通省航空・鉄道事故調査委員会から出された建議や、「安

全諮問委員会」などからの提言等に対して必要な対応を行うとともに、今後とも、同

事故調査委員会による事故原因の究明に対して全面的に協力してまいります。また、

同事故調査委員会の対応窓口を組織として明確化するとともに、更に取り組むべき課

題があれば必要な対策を講じていくとの観点から新たに設置する専任組織により、当

社自らできる範囲で事故の背景等を検討し、事故の再発防止に向けて取り組んでまい

ります。このほか、地震対策として、ユレダス（山陽新幹線早期地震検知警報システ

ム）をより高性能なシステムに更新するとともに、引き続き高架橋柱の耐震補強工事

を進めるなど、安全対策への取り組みを強力に推進してまいります。 

営業面では、山陽新幹線において、「のぞみ」を中心とする輸送サービスの更なる

改善を推進するとともに、在来線において、新しい通勤形車両をＪＲ京都・神戸線を

中心に順次投入するなど輸送サービスの向上に努めてまいります。また、平成 18 年春

には、「安全性向上計画」に基づきダイヤの見直しを実施いたします。 

流通業、不動産業につきましては、引き続き駅力向上のための「ＮｅｘＳｔａｔｉ

ｏｎ Ｐｌａｎ（ネクステーションプラン）」などの開発計画を推進し、新規店舗の

開発や既存店舗の増床・リニューアルなど駅構内及び周辺での事業拡充を図っていく

ほか、大阪駅改良・新北ビル開発計画を着実に進めてまいります。また、旅行業につ

きましては、引き続き㈱日本旅行の創業 100 周年を契機とした積極的な営業活動を展

開することにより、経営基盤の強化に努めてまいります。 



 

 ５

このほか、新たに「Ｊ－ＷＥＳＴカード」を発行してカード事業に取り組むとともに、

このカードを活用したインターネット予約システムの充実や「ＩＣＯＣＡ（イコカ）電

子マネー」の利用拡大に向けて取り組むなど、社会の変化やお客様の新たなニーズに対

応したサービスの提供に努めてまいります。 

企業の社会的責任（ＣＳＲ）につきましては、安全を最優先する企業風土を構築する

とともに、コンプライアンスを重んじる健全な事業運営体制の確立に向け、グループが

一体となって取り組んでまいります。 

 

５．コーポレート･ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

当社は、企業経営の効率性及び適法性を確保する観点から、意思決定の迅速化、経

営監視機能の強化及び透明性の向上など、コーポレート・ガバナンスの一層の充実に

取り組んでおります。 

 

(1) 会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・

ガバナンス体制の状況 

当社は、取締役会の監督機能の強化と意思決定の迅速化を図るべく、取締役の減員、

執行役員制度の導入及び執行役員への大幅な権限委譲を行ってまいりました。 

こうした制度改革に加え、会社発足以来、社外から卓越した経営手腕と豊かな見識

を有する方を取締役及び監査役に迎えております。現任の取締役については、10 名

中３名が社外取締役、監査役は、４名中３名が社外監査役であり、有益な助言を得る

とともに適切な監査を受けることで、経営の透明性・公正性を確保しております。 

取締役会は、原則として毎月１回開催し、業務執行状況に関して、適時、適切に報

告を受けるとともに、経営上重要な事項についての審議を行い、迅速な意思決定を行

っております。また、代表取締役及び本社内執行役員等で構成される経営会議を設置

し、業務執行上の基本的事項を審議しております。 

監査役は、監査役会で策定した監査の方針、監査計画に基づき、取締役会その他重

要な会議への出席や支社・現場への往査等を行い、また、必要と思われる事項につい

て各取締役から個別聴取を行う等、取締役の職務の執行を監査するとともに、必要な

助言･勧告等を行っております。さらに、子会社等に対し、営業の報告を求め、必要

に応じその業務及び財産の状況を調査しております。また、監査役会を定期的に開催

し、監査に関する重要な事項について報告を受け、協議・決定しております。 

このように、当社は、委員会等設置会社制度の趣旨に則った取り組みを従来から行

っており、今後とも現行の監査役制度の下で、コーポレート・ガバナンスの充実を図

ることが最も適切であると考えております。 

内部統制の仕組みとしては、稟議制など牽制機能を働かせた体制を構築することは

もちろん、業務執行の透明性・効率性を確保するため、各種委員会の設置や組織の見

直し等も適宜行っており、内部監査部門である監査室において、監査役事務４名を含

む約 20 名の体制により、法令・規程等の遵守や業務運営の妥当性等の観点から、会

社の業務全般にわたる監査を実施しております。とりわけ、安全の確保については、

当社の最重要課題であるとの認識のもと、社内審議機関である安全推進委員会におい

て事故防止対策を決定し、こうした取り組みについて取締役会に適時、適切に報告し

てまいりました。 
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しかしながら、当社は、平成 17 年４月 25 日、福知山線塚口・尼崎間における快速

電車の脱線により、数多くのお客様を死傷させるという、極めて重大な事故を惹き起

こしました。当社としては、今後、決してこのような事故を起こさないため、「安全

性向上計画」を着実に遂行していくことが当社としての責務であることを肝に銘じ、

お客様に安心してご利用いただける鉄道の再生に全力を挙げて取り組んでまいります。 

具体的には、原則として毎週１回開催する「セーフティ・マネジメント会議」を

新設し、事故防止策の検討並びに「事故の芽」や要注意事項についての意見交換を

行い、必要な事項は直ちに指示するとともに、この会議で検討した内容については、

安全推進委員会を改組、拡充した安全推進会議（原則として毎月１回開催）におけ

る事故防止対策に反映させ、その後のトレースを行ってまいります。 

また、事故の再発防止にあたっては、社長自ら先頭に立って取り組んでいますが、

これを補う仕組みとして、鉄道本部、各主管部から独立した、社長直属の「社長特

別補佐」を設置し、真の実態把握と改善に向けた取り組みの実効を期すとともに、

安全推進を担当する部門について、鉄道本部内の各部をリード・統括する企画機能

を充実、強化する等の取り組みを行っております。 

さらに、より有効な安全対策を樹立することを企図して、社外有識者６名からな

る安全諮問委員会を平成 17 年６月に設置し、社長の諮問機関と位置付けて運営し

ております。安全諮問委員会から出される具体的な対策等についての提起を通じ、

安全対策の充実、強化を図ってまいりたいと考えております。 

コンプライアンスについては、平成 14 年 11 月に、社員等倫理綱領を制定すると

ともに、倫理委員会及び倫理相談室を設置し、当社及びグループ会社社員等のコン

プライアンス意識の徹底に向け、相談等への適切な対応やセミナー・研修の実施な

どを通じて、企業倫理の一層の確立に努めております。さらに、企業の社会的責任

（ＣＳＲ）の重要性を改めて真摯に受けとめ、社会的インフラとしての鉄道の使命

を果たすとともに、コンプライアンスに基づいた健全な事業運営と適切な情報開示

などを行うことにより、お客様や株主、地域社会等のステークホルダーの皆様との

良好な関係を構築してまいります。具体的には、社長をトップとするＣＳＲ推進体

制を整備し、その取り組みを強力に推進してまいります。 

会計監査は、新日本監査法人と監査契約を締結しており、一般に公正妥当と認め

られる監査基準による適正な監査を行っております。また、監査役、監査室及び監

査法人による各監査は、随時、監査計画・方法及び監査結果等について情報を交換

のうえ相互に密接な連携を図りながら、効率的、効果的な監査を実施しております。 

 

(2) 会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係

その他の利害関係の概要 

社外取締役立石義雄氏は、オムロン株式会社代表取締役会長として、社外取締役

野村明雄氏は、大阪瓦斯株式会社代表取締役会長として、それぞれ当社と取引関係

にあります。また、社外監査役宇野郁夫氏は、日本生命保険相互会社代表取締役会

長として、当社と取引関係にあります。 
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(3) 会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取り組みの最近半年間における

実施状況 

当期においては、取締役会を６回開催し、業務執行状況に関して、適時、適切に報

告を受けるとともに、経営上重要な事項についての審議を行い、迅速な意思決定を行

いました。 

監査役は、取締役会その他重要な会議への出席等を通じて、取締役の職務の執行を

監査し、必要な助言・勧告等を行ってまいりました。また、監査役会を７回開催し、

監査に関する重要な事項について報告を受け、監査計画を策定するなど必要事項につ

いて協議・決定いたしました。 
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（３）経営成績及び財政状態  
 
１．経営成績 

(1)  当上半期の概況 

基幹事業である鉄道事業において「安全性向上計画」の着実な推進に取り組むとともに、その

他のグループ事業においては、各事業の特性を生かした様々な施策の展開及び保有資産の有効活

用等の着実な事業運営に努めてまいりました。 
この結果、当上半期の連結ベースの営業収益は、前年同期比 1.1％増の 6,079 億円となり、営

業利益は前年同期比 9.9％増の 790 億円、経常利益は前年同期比 17.2％増の 607 億円、法人税等

を控除した中間純利益は前年同期比 27.1％減の 297 億円となりました。 

 

(2) セグメント別の状況 

＜運輸業＞ 

鉄道事業においては、安全を何よりも優先すべきであるとの認識のもと、「安全性向上計画」

の着実な実行に取り組んできました。具体的には、役員等が現場に赴き、社員と直接意見交換を

行う「緊急安全ミーティング」を開催するとともに、「事故の芽」をはじめとするヒューマンエ

ラーに関する報告ルールの整備を行ったほか、管理者教育の充実や乗務員の事故再発防止教育の

見直しなど効果的な教育を行う体制を整えました。さらに、事故の再発防止に向けた体制整備の

一環として、社外有識者からなる「安全諮問委員会」や社長直属の「社長特別補佐」の新設、安

全推進部の機能強化等を図りました。設備面では、ＡＴＳの整備及び踏切設備の保安度向上など

に取り組んできました。 
次に、輸送面については、山陽新幹線では、平成 17 年３月のダイヤ改正で山陽地区から東京

へ直通運転する「のぞみ」を増発したこと等によりお客様のご利用が増加していることを受け、

臨時列車を運転するなど輸送サービスの更なる向上に努めました。また、在来線では、事故後

不通となっていた福知山線尼崎・宝塚間について、ＡＴＳ－Ｐ形の設置を行うとともに所要時

分や停車時分の見直しなどを行い、６月 19 日に運転を再開しました。 

営業面については、「のぞみ早特往復きっぷ」などの基幹商品や、３月に開幕した「愛知万博」

へのアクセスをセットにした商品等の販売促進に努めたほか、平成 17 年 3 月のダイヤ改正の内
容や観光素材等の基本情報の提供に取り組みました。また、お客様に対するサービス面について

は、「みどりの券売機」の増設やエレベーター、エスカレーターなどのバリアフリー設備の整備

を行ったほか、京阪神地区において、お忘れ物の迅速な照会及び適正な管理ができる「遺失物管

理システム」を導入し、ご利用いただきやすい鉄道づくりに取り組みました。 
地球環境問題については、国際規格ＩＳＯ14001 に準拠した環境管理の仕組みをグループ会社

へも展開するとともに、車両の省エネルギー化や使用済み資材のリサイクルを進めるなど、環境

負荷の低減に努めました。 
バス事業については、高速バス分野での競争が激化するなか、京都・広島間に夜行便を設定し

たほか、路線の区間延長や停留場の増設を行い、利便性の向上に努めました。 

 この結果、運輸業の営業収益は前年同期比0.3％増の4,252億円、営業利益は前年同期比10.2％

増の 645 億円となりました。 
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＜流通業＞ 

平成 14 年度に策定した駅力向上のための「ＮｅｘＳｔａｔｉｏｎ Ｐｌａｎ（ネクステーシ

ョンプラン）」を引き続き推進し、石山駅などにミニコンビニ「デイリーイン」を開業したほか、

大阪駅改良に伴い、大阪駅西高架下に飲食店を主体とした商業施設「梅三小路」を開業するなど、

駅構内での流通業の拡充を図りました。 
この結果、流通業の営業収益は前年同期比 2.4％増の 1,175 億円、営業利益は前年同期比 0.6％

減の 29 億円となりました。 
 

＜不動産業＞ 

福井駅の高架化にあわせ、高架下にショッピングセンター「プリズム福井」を開業したほか、

社宅跡地等におけるマンション分譲など、駅構内及び周辺用地の開発を推進しました。また、大

阪駅改良・新北ビル開発計画については、新北ビルのデザインを決定し、計画の着実な推進に努

めました。 
 この結果、不動産業の営業収益は前年同期比 2.2％増の 353 億円、営業利益は前年同期比 6.8％

増の 98 億円となりました。 
 

＜その他事業＞ 

旅行業については、㈱日本旅行の創業 100 周年を契機として、付加価値の高い企画商品「赤い

風船センテニアル」の設定やチャーター便を利用した商品の販売に努めるなど、積極的な営業活

動を展開しました。また、ホテル業については、客室やレストラン、宴会場のリニューアルを行

ったほか、宴会・料飲部門での各種イベントの実施など、販売促進に取り組みました。 
 この結果、その他事業全体の営業収益は前年同期比 2.7％増の 1,139 億円、営業利益は前年同

期比 54.9％増の 13 億円となりました。 

  

 (3) 通期の見通し 

今後とも、厳しい経営環境が見込まれる中、安全最優先を基本に据えて、保有する経営資源を

最大限に活用し、企業価値の向上に取り組んでまいります。 

 

現時点での平成 18 年３月期の業績見通しは次のとおりです。 

売 上 高     １兆２,３３０億円 

営 業 利 益       １,２９３億円 

経 常 利 益        ９５２億円 

当期純利益        ４８５億円 
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２．財政状態 

(1) 営業活動によるキャッシュ・フロー 

退職金や法人税等の支払額が減少したことなどから、流入額は前年同期に比べ 337 億円増加し

714 億円となりました。 

 

(2)  投資活動によるキャッシュ・フロー 

設備投資を実施したことに加え、株式の売却収入が減少したことなどから、流出額は前年同期

に比べ 270 億円増加し 360 億円となりました。 

 

(3)  財務活動によるキャッシュ・フロー 

長期債務を218億円削減したことや配当金の支払いなどにより222億円の流出となりましたが、

流出額は前年同期に比べ６億円減少しました。 

 

以上の結果、現金及び現金同等物の中間期末残高は、134 億円増の 757 億円となりました。 

 

３．キャッシュ・フロー指標 

  14年３月期 15年３月期 16年３月期 17年３月期 17年９月期

株主資本比率 (%) １７.０ １８.１ １９.９ ２２.２ ２３．３

時価ﾍ゙ ｽーの株主資本比率 (%) ４１.３ ３０.８ ３４.６ ３６.９ ３６．４

債務償還年数 (年) １０.５ ９.７ ８.８  ８.０ －

ｲﾝﾀﾚｽﾄ・ｶﾊ゙ ﾚｯｼ゙ ･ﾚｼｵ (倍) ２.２ ２.５ ２.８ ３.１ ３．９

（注）株主資本比率：株主資本／総資産 
   時価ﾍﾞｰｽの株主資本比率：株式時価総額／総資産 
   債務償還年数：有利子負債／（営業利益＋受取利息・配当金） 
   ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ：（営業利益＋受取利息・配当金）／支払利息 
 
※ 各指標の算出は、連結ベースの財務数値によっております。 
※ 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出してお

ります。 
※ 有利子負債は、長期債務の有利子負債を使用しております。 
※ 債務償還年数は、中間期は記載しておりません。 
 



（４）中 間 連 結 貸 借 対 照 表 
(単位:百万円)

当中間連結会計期間末 前連結会計年度末 前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日現在) (平成17年３月31日現在) (平成16年９月30日現在)

I  ２３１，２８４  ２１４，１２０  １７，１６４  ２１３，４４３

1.  ８７，８６３  ６２，９０１  ２４，９６１  ７７，２１８

2.  １０，７６３  １４，５８４ △ ３，８２０  ９，３８０

3.  １５，２１１  １３，８５３  １，３５７  ２０，０８３

4.  ３４，３７６  ４２，９５９ △ ８，５８３  ３１，９７４

5.  ２  ２  ─  ２

6.  ２７，０１９  １５，６９６  １１，３２２  ２２，９８６

7.  ２０，７５１  １９，０７９  １，６７２  ２０，９０８

8.  ３５，６３０  ４５，３５０ △ ９，７２０  ３１，２０２

9. △ ３３３ △ ３０８ △ ２４ △ ３１２

   

Ⅱ  ２，１２６，３５４  ２，１５０，１５８ △ ２３，８０３  ２，１５７，９８３

A.  １，９４５，１５２  １，９８２，６６０ △ ３７，５０８  １，９９５，５９６

1. 建 物 及 び 構 築 物  ９５８，８６９  ９７８，４７４ △ １９，６０４  ９７９，４１２

2. 機 械 装 置 及 び 運 搬 具  ２３８，６３４  ２４８，４５１ △ ９，８１６  ２５０，０２９

3. 土 地  ６６１，６０５  ６６２，９１０ △ １，３０４  ６７４，２１２

4. 建 設 仮 勘 定  ６３，５７９  ６９，２９６ △ ５，７１６  ７０，７４５

5. そ の 他  ２２，４６３  ２３，５２９ △ １，０６５  ２１，１９６

B.  ２０，３６８  １９，５５７  ８１０  １９，９３４

1. 連 結 調 整 勘 定  ─  １７０ △ １７０  ２１４

2. そ の 他  ２０，３６８  １９，３８７  ９８０  １９，７２０

C.  １６０，８３３  １４７，９３９  １２，８９３  １４２，４５１

1. 投 資 有 価 証 券  ５８，８２９  ５３，６９５  ５，１３３  ５１，０４４

2. 繰 延 税 金 資 産  ８１，１７１  ７３，０１４  ８，１５６  ６９，５５４

3. そ の 他 の 投 資 等  ２１，７７１  ２２，６７８ △ ９０６  ２３，３４４

4. 貸 倒 引 当 金 △ ９３９ △ １，４４９  ５１０ △ １，４９１

Ⅲ  ３９  ４４ △ ４  ２

 
２，３５７，６７８  ２，３６４，３２２ △ ６，６４３  ２，３７１，４２８

(注)　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

科　　　　　目

投 資 そ の 他 の 資 産

繰 延 資 産

資 産 合 計

有 価 証 券

未 収 運 賃

有 形 固 定 資 産

た な 卸 資 産

固 定 資 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他 の 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金

増　　　減

無 形 固 定 資 産

( 資 産 の 部 )

未 収 金
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(単位:百万円)

当中間連結会計期間末 前連結会計年度末 前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日現在) (平成17年３月31日現在) (平成16年９月30日現在)

I  ５１６，４４５  ４９７，２６３  １９，１８１  ４６３，１４３

1.  ３１，７３７  ３８，２８３ △ ６，５４６  ２８，５８４

2.  ２０，３３６  １３，４２０  ６，９１６  １５，１３０

3.  ７０，２２６  ３０，８８８  ３９，３３７  １８，８４３

4.  ３８，５５５  ３８，６２３ △ ６７  ３７，７４５

5.  ５２，２５８  ９２，９６４ △ ４０，７０６  ４７，５７１

6.  ５，６６４  ４，０６８  １，５９６  ５，２７２

7.  ３２，９１２  ２３，８７９  ９，０３２  ３１，３９０

8.  ２，４８５  ２，０１１  ４７３  ６，０４８

9.  ６６，６１７  ７２，１４２ △ ５，５２５  ６２，１５６

10.  ３４，３８６  ３０，４３４  ３，９５２  ３４，４９７

11.  ９６，６８８  ８５，０７７  １１，６１０  １０８，７０６

12.  ３５，４０３  ３５，８５０ △ ４４６  ３６，４６１

13.  ３８  ３８ △ ０  ３８

14.  ２９，１３４  ２９，５８０ △ ４４５  ３０，６９７

Ⅱ  １，２６５，１１０  １，３１７，２２４ △ ５２，１１３  １，３７３，８４５

1. ２２０，０００  ２２０，０００  ─  ２２０，０００

2. ２４２，５１３  ２９２，３６２ △ ４９，８４９  ３１５，０６１

3. ４８８，５１２  ４９９，７９４ △ １１，２８１  ５２６，９４６

4. ３６  ７６ △ ３９  １０３

5. ２０３，７２６  １９９，７７９  ３，９４６  ２０４，１２２

6. ７，５４３ ─  ７，５４３  ―

7. ２７２  ─  ２７２  ―

8. １０２，５０６  １０５，２１１ △ ２，７０５  １０７，６１１

１，７８１，５５６  １，８１４，４８８ △ ３２，９３１  １，８３６，９８８

─  ─  ─  ―

２６，０９３  ２５，４７６  ６１７  ２４，３００

   

Ⅰ １００，０００  １００，０００  ─  １００，０００

Ⅱ ５５，０００  ５５，０００  ─  ５５，０００

Ⅲ ３８８，１１３  ３６５，３０３  ２２，８０９  ３５２，０６３

Ⅳ  ７，２４２  ４，３８１  ２，８６１  ３，４０３

Ⅴ △ ３２７ △ ３２７  ─ △ ３２７

５５０，０２８  ５２４，３５７  ２５，６７０  ５１０，１３９

 ２，３５７，６７８  ２，３６４，３２２ △ ６，６４３  ２，３７１，４２８

(注)　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

支 払 手 形 及 び 買 掛 金

短 期 借 入 金

未 払 金

預 り 金

前 受 運 賃

前 受 金

賞 与 引 当 金

( 負 債 の 部 )

流 動 負 債

科　　　　　目

社 債

長 期 借 入 金

鉄 道 施 設 購 入 長 期 未 払 金

未 払 消 費 税

未 払 法 人 税 等

預 り 連 絡 運 賃

そ の 他 の 流 動 負 債

( 資 本 の 部 )

資 本 金

繰 延 税 金 負 債

退 職 給 付 引 当 金

連 結 調 整 勘 定

そ の 他 の 固 定 負 債

負 債 合 計

固 定 負 債

利 益 剰 余 金

負 債 、 少 数 株 主 持 分

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額金

資 本 剰 余 金

資 本 合 計

自 己 株 式

及 び 資 本 合 計

( 少 数 株 主 持 分 )

少 数 株 主 持 分

環 境 安 全 対 策 引 当 金

増　　　減

完 成 工 事 補 償 引 当 金

1年以内に返済する長期借入金

鉄 道 施 設 購 入 未 払 金
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 (５) 中 間 連 結 損 益 計 算 書 
(単位:百万円)

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間
増　　　減

Ⅰ  ６０７，９８６  ６０１，５２８  ６，４５８  １，２２０，８４７

Ⅱ  ５２８，９６７  ５２９，６４３ △ ６７５  １，０８７，７４７

1. 運輸業等営業費及び売上原価  ４２８，１１５  ４２８，７６２ △ ６４６  ８８０，１０６

2. 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  １００，８５２  １００，８８１ △ ２８  ２０７，６４０

営 業 利 益  ７９，０１８  ７１，８８４  ７，１３３  １３３，１００

Ⅲ  ２，２１７  １，９２３  ２９４  ６，２８４

1. 受 取 利 息 ・ 受 取 配 当 金  ３２８  ２２３  １０４  ３３０

2. 持 分 法 に よ る 投 資 利 益  ６３４  ３７９  ２５５  ２３９

3. そ の 他 の 収 益  １，２５３  １，３２０ △ ６６  ５，７１４

Ⅳ  ２０，４７０  ２１，９７６ △ １，５０５  ４３，４５１

1. 支 払 利 息 ・ 社 債 利 息  ２０，１９４  ２１，６１３ △ １，４１９  ４２，６５３

2. そ の 他 の 費 用  ２７６  ３６２ △ ８６  ７９８

経 常 利 益  ６０，７６５  ５１，８３１  ８，９３３  ９５，９３３

Ⅴ  ２２，７１２  ３２，９８７ △ １０，２７５  ７９，２０４

1. 工 事 負 担 金 等 受 入 額  ２０，２７４  ５，２２２  １５，０５２  ３８，９１９

2. 収 用 等 補 償 金 受 入 額  ３４９  ０  ３４８ ６，５２５

3. 投 資 有 価 証 券 売 却 益  ７４  ２５，０４９ △ ２４，９７５  ２５，０５０

4. そ の 他 の 利 益  ２，０１３  ２，７１５ △ ７０１  ８，７０９

Ⅵ  ３３，２８８  １２，３６９  ２０，９１８  ６９，７２５

1. 工 事 負 担 金 等 圧 縮 損  ２０，２１８  ５，１２６  １５，０９２  ３８，５２６

2. 収 用 等 圧 縮 損  ３４９  ０  ３４８  ６，５１０

3. 減 損 損 失 ─  ３，９２７ △ ３，９２７  ４，４２９

4. 環 境安全対策引当金繰入額  ７，５４３  ─  ７，５４３  ─

5. そ の 他 の 損 失  ５，１７６  ３，３１３  １，８６２  ２０，２５９

 ５０，１８９  ７２，４５０ △ ２２，２６０  １０５，４１１

 ３１，３３０  ２９，６１９  １，７１１  ４５，４１２

△ １１，６０７  ８５９ △ １２，４６６ △ １，４２４

 ７３７  １，２０５ △ ４６８  ２，４２８

 ２９，７２８  ４０，７６５ △ １１，０３７  ５８，９９６

(注)　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

少 数 株 主 利 益

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

特 別 損 失

税金等調整前中間（当期）純利益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

特 別 利 益

平成16年９月30日まで平成17年９月30日まで

営 業 収 益

営 業 費

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

平成16年４月１日から
平成17年３月31日まで

前連結会計年度

平成16年４月１日から平成17年４月１日から科　　　　　目

１３



（６）中 間 連 結 剰 余 金 計 算 書 
(単位:百万円)

当中間連結会計期間 前連結会計年度
増　　　減

 

Ⅰ ５５，０００  ５５，０００  －  ５５，０００

Ⅱ  ５５，０００  ５５，０００  －  ５５，０００

   

Ⅰ  ３６５，３０３  ３１９，４９１  ４５，８１１  ３１９，４９１

Ⅱ  ２９，９４３  ５９，００５ △ ２９，０６２  ４０，７６５

1. 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益  ２９，７２８  ５８，９９６ △ ２９，２６７  ４０，７６５

2.
連結子会社と非連結子会社の
合 併 に 伴 う 増 加 高  ２１５  ９  ２０５  －

Ⅲ  ７，１３４  １３，１９３ △ ６，０５９  ８，１９３

1. 配 当 金  ７，０００  １３，０００ △ ６，０００  ８，０００

2. 役 員 賞 与  ９２  １９３ △ １００  １９３

（ う ち 監 査 役 賞 与 ）   

3. 連結子会社増加に伴う減少高 ４１ －  ４１  －

Ⅳ  ３８８，１１３  ３６５，３０３  ２２，８０９  ３５２，０６３

   

(注)　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

（△１８） （２４）

( 利 益 剰 余 金 の 部 )

利 益 剰 余 金 増 加 高

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

平成17年３月31日まで平成17年９月30日まで

( 資 本 剰 余 金 の 部 )

利 益 剰 余 金 期 首 残 高

利 益 剰 余 金 減 少 高

資本剰余金中間期末（期末）残高

（６） （２４）

前中間連結会計期間

平成16年４月１日から平成17年４月１日から科　　　　　目 平成16年４月１日から
平成16年９月30日まで

利益剰余金中間期末（期末）残高

１４



（７）中間連結キャッシュ･フロー計算書 
(単位:百万円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

1. 税金等調整前中間（当期）純利益  ５０，１８９  ７２，４５０ △ ２２，２６０  １０５，４１１

2. 減 価 償 却 費  ５４，３７９  ５５，４４６ △ １，０６７  １１３，６８２

3. 減 損 損 失  ─  ３，９２７ △ ３，９２７  ４，４２９

4. 工 事 負 担 金 等 圧 縮 損  ２０，２１８  ５，１２６  １５，０９２  ３８，５２６

5. 固 定 資 産 除 却 損  １，７５１  ２，８６７ △ １，１１６  １９，３４２

6. 連 結 調 整 勘 定 償 却 額  ２  １３４ △ １３１  １８１

7. 貸 倒 引 当 金 の 増 減 額 △ ５０５ △ ２ △ ５０２ △ ４８

8. 退 職 給 付 引 当 金 の 増 減 額  ３，７６０ △ ４，８１１  ８，５７２ △ ９，１５４

9. 賞 与 引 当 金 の 増 減 額 △ ５７８ △ ５８３  ４ △ １，１９４

10. そ の 他 の 引 当 金 の 増 減 額  ７，５３２ △ １  ７，５３３  ９

11. 持 分 法 に よ る 投 資 損 益 △ ６３４ △ ３７９ △ ２５５ △ ２３９

12. 受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △ ３２８ △ ２２３ △ １０４ △ ３３０

13. 支 払 利 息  ２０，１９４  ２１，６１３ △ １，４１９  ４２，６５３

14. 投 資 有 価 証 券 売 却 損 益 △ ７４ △ ２５，０３５  ２４，９６０ △ ２５，０３５

15. 工 事 負 担 金 等 受 入 額 △ ２０，２７４ △ ５，２２２ △ １５，０５２ △ ３８，９１９

16. 売 上 債 権 の 増 減 額  １４，５１５  １，４４９  １３，０６５ △ ９，７０９

17. た な 卸 資 産 の 増 減 額 △ １１，２３８ △ ６，７４４ △ ４，４９３  ５４４

18. 仕 入 債 務 の 増 減 額 △ ２２，５４９ △ ２４，３８６  １，８３６  ４，０６５

19. 未 払 消 費 税 の 増 減 額  １，５７０ △ ３，４０５  ４，９７６ △ ４，６１１

20. そ の 他 △ ３，１４４ △ ４，２０７  １，０６２ △ ５１８

小 計  １１４，７８６  ８８，０１２  ２６，７７３  ２３９，０８４

21. 利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額  ３２３  ２１８  １０５  ３２３

22. 利 息 の 支 払 額 △ ２０，１８０ △ ２１，５９８  １，４１８ △ ４３，０４４

23. 法 人 税 等 支 払 額 △ ２３，４３２ △ ２８，８４６  ５，４１３ △ ５３，３９２

営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー  ７１，４９７  ３７，７８５  ３３，７１１  １４２，９７０

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー   

1. 定 期預金（３ヶ月超）の預入による支出 △ １１，８２０ △ ３２０ △ １１，５００ △ ６６０

2. 定 期預金（３ヶ月超）の払戻による収入  ３２０  ３２１ △ １  ６６１

3. 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ ５７，５９８ △ ５８，９５１  １，３５２ △ １４５，３７１

4. 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入  １，６０５  ２，２６９ △ ６６３  ７，０３９

5. 工 事 負 担 金 等 受 入 額  ２３，２７５  ２１，４１７  １，８５８  ４０，２８４

6. 投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △ １８５ △ ３１９  １３４ △ １，５５６

7. 投 資 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入  １２５  ２６，４３１ △ ２６，３０６  ２６，４３６

8. 連結範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出 △ ３２７  ─ △ ３２７  ─

9. 貸 付 け に よ る 支 出 △ １７４ △ ２４７  ７３ △ １０，１２９

10. 貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入  １０，２６７  ５９２  ９，６７４  ６７２

11. そ の 他 △ １，５６４ △ ２３９ △ １，３２５ △ ２，２９５

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △ ３６，０７７ △ ９，０４５ △ ２７，０３１ △ ８４，９１８

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー     

1. 短 期 借 入 金 の 増 減 額 （ 純 額 ）  １，７６０  ９０４  ８５６  １，４３７

2. 長 期 借 入 れ に よ る 収 入  ─  ３２，０００ △ ３２，０００  ３２，０００

3. 長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △ １０，５１１ △ ５０，７１９  ４０，２０８ △ ６１，３７３

4. 社 債 の 発 行 に よ る 収 入  ─  １０，０００ △ １０，０００  １０，０００

5. 鉄道施設購入長期未払金返済による支出 △ １１，３４９ △ １１，２２９ △ １１９ △ ３７，５０４

6. 配 当 金 の 支 払 額 △ ６，９７６ △ ７，９６６  ９９０ △ １２，９７２

7. 少 数 株 主 へ の 配 当 金 の 支 払 額 △ １１２ △ １１２  ─ △ １１２

8. そ の 他  ４，９５５  ４，２８８  ６６７  ２，０４５

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △ ２２，２３３ △ ２２，８３７  ６０３ △ ６６，４８０

Ⅳ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額  １３，１８６  ５，９０２  ７，２８３ △ ８，４２７

Ⅴ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高  ６２，２４１  ７０，６５５ △ ８，４１３  ７０，６５５

Ⅵ 新 規 連 結 等 に 伴 う
現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額

 ２７５  ─  ２７５  １４

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高  ７５，７０３  ７６，５５８ △ ８５４  ６２，２４１

　(注)　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

項　　　　目 増　　　減

当中間連結会計期間

平成17年９月30日まで

平成17年４月１日から

前連結会計年度

平成16年４月１日から

平成17年３月31日まで

前中間連結会計期間

平成16年４月１日から

平成16年９月30日まで

１５
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（８）中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項   

 

１．連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社の数 69 社 

連結子会社は、㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ西日本ﾎﾃﾙ開発、㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ西日本伊勢丹、京都駅ﾋﾞﾙ開発㈱、㈱日本旅行、

中国ｼﾞｪｲｱｰﾙﾊﾞｽ㈱、㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ西日本ﾃﾞｲﾘｰｻｰﾋﾞｽﾈｯﾄ、西日本ｼﾞｪｲｱｰﾙﾊﾞｽ㈱、大阪ﾀｰﾐﾅﾙﾋﾞﾙ㈱、天王寺ﾀｰ

ﾐﾅﾙﾋﾞﾙ㈱、ｼﾞｪｲｱｰﾙ西日本不動産開発㈱、ｼﾞｪｲｱｰﾙ西日本商事㈱、㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ西日本ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ、㈱ｼﾞｪｲ

ｱｰﾙ西日本ﾃｸﾉｽ、西日本電気ｼｽﾃﾑ㈱のほか 55 社であります。 

なお、当中間連結会計期間より従来の 66 社に加え、㈱ﾚｰﾙﾃｯｸ､西日本電気ﾃｯｸ㈱､JR 西日本ﾌｨﾅﾝｼｬﾙﾏﾈ

ｼﾞﾒﾝﾄ㈱を､重要性が増したため連結の範囲に含めております。 

 

(2) 非連結子会社は、大阪ｴﾈﾙｷﾞｰｻｰﾋﾞｽ㈱等 79 社ですが、その合計の総資産、売上高、中間純損益（持分

に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼさないた

め連結の範囲から除外しております。 

 

２．持分法の適用に関する事項 

(1) 持分法適用の非連結子会社はありません。 
(2) 持分法適用の関連会社は、関西高速鉄道㈱、大鉄工業㈱、広成建設㈱、鉄道情報ｼｽﾃﾑ㈱の４社であり
ます。 

(3) 非連結子会社 79 社及び関連会社の㈱奈良ﾎﾃﾙ等 12 社の中間純損益（持分に見合う額）の合計及び利
益剰余金（持分に見合う額）等の合計は、中間連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であるため、持分法の

適用範囲から除外しております。 

 

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 

連結子会社のうち、㈱日本旅行の中間決算日は６月 30 日であります。中間連結財務諸表の作成に当

たっては、同中間決算日現在の中間財務諸表を使用しております。中間連結決算日との間に生じた重要

な取引については、連結上必要な調整を行っております。 

その他の連結子会社の中間決算日はすべて９月 30 日であり、中間連結決算日と同一であります。 

 

４．会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

①  有価証券 

   その他有価証券 

     時価のあるもの 

中間期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価

は主として移動平均法により算定）によっております。 

     時価のないもの 

主として移動平均法による原価法によっております。 

②  デリバティブ   

時価法によっております。 

③  たな卸資産 

商 品      主として売価還元法、最終仕入原価法による原価法によっております。 

分譲土地建物    個別法による原価法によっております。 

仕 掛 品       主として個別法による原価法によっております。 

貯 蔵 品       主として移動平均法による原価法によっております。 
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①  有形固定資産 

主として定率法によっております。ただし、鉄道事業取替資産については取替法によっております。 

②  無形固定資産  

定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法によっております。 

  ③ 長期前払費用 

    均等額償却を行っております。 

 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

②  賞与引当金 

従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上しております。 

③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。 

会計基準変更時差異（321,242 百万円）については、主として 10 年による按分額を費用処理する

こととし、当中間連結会計期間にかかる額を計上しております。 

数理計算上の差異については、主としてその発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（主として 10 年）による定額法により按分した額を主としてそれぞれの発生の翌連結会計年

度から費用処理することとし、当中間連結会計期間にかかる額を計上しております。 

  ④ 環境安全対策引当金 

保管するＰＣＢ廃棄物等の処理費用の支出に備えるため、当中間連結会計期間末においてその金額

を合理的に見積もることができる処理費用について計上しております。また、見積もり金額は、日本

環境安全事業株式会社（ＪＥＳＣＯ）から公表されている単価に基づき算定したものであり、現時点

で処理費用を合理的に見積もることができないものについては計上しておりません。 

 

(4) 重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

(5) 重要なヘッジ会計の方法 

①  ヘッジ会計の方法 

原則として繰延ヘッジ処理によっております。 

なお、振当処理の要件を満たしている為替予約については振当処理に、特例処理の要件を満たして

いる金利スワップについては特例処理によっております。 

②  ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段･･･為替予約取引 

ヘッジ対象･･･外貨建取引（予定取引を含む） 

・ヘッジ手段･･･金利スワップ取引 

ヘッジ対象･･･資金調達に伴う金利取引 

③  ヘッジ方針 

為替予約取引については、デリバティブ取引に関する各社の規程に基づき、ヘッジ対象に係る為替

変動リスクを一定の範囲内でヘッジしております。 

金利スワップ取引については、将来の金利上昇による金利リスクをヘッジする目的で実施しており

ます。 
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④  ヘッジの有効性の評価 

為替予約取引については、ヘッジ対象の相場変動の累計とヘッジ手段の相場変動の累計を半期ごと

に比較し、両者の変動額を基礎にして、ヘッジの有効性を評価しております。 

金利スワップ取引については、金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、有効性の判定

を省略しております。 

 

(6) 工事負担金等の会計処理 

鉄道事業における連続立体交差化工事等を行うにあたり、地方公共団体等より工事費の一部として工

事負担金等を受けております。これらの工事負担金等は、工事完成時に当該工事負担金等相当額を取得

した固定資産の取得原価から直接減額しております。 

なお、中間連結損益計算書においては、工事負担金等受入額を特別利益に計上するとともに、固定資

産の取得原価から直接減額した額を工事負担金等圧縮損として特別損失に計上しております。 

 

(7) 消費税の会計処理 

税抜方式によっております。 

 

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出

し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 
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（９）注 記 事 項  

（中間連結貸借対照表関係） 

１． 有形固定資産の減価償却累計額  

   （当中間連結会計期間末）    （前連結会計年度末）  （前中間連結会計期間末）

 ２,４６４,３８１百万円 ２,４２０,９５２百万円 ２,３９９,８９３百万円 

   

２． 保証債務  

   （当中間連結会計期間末）    （前連結会計年度末）  （前中間連結会計期間末）

 ６,７８９百万円 ６,３７７百万円 １,０９７百万円 

  

３． 社債の債務履行引受契約に係る偶発債務 

   （当中間連結会計期間末）    （前連結会計年度末）  （前中間連結会計期間末）

 ２５,０００百万円 ２５,０００百万円 ２５,０００百万円 

    

４． 担保提供資産   

 担保に供している資産は次のとおりであります。 

 （当中間連結会計期間末）    (前連結会計年度末） (前中間連結会計期間末）

 預 金 ２３０百万円    ２３０百万円 ２３０百万円 

 建物及び構築物 ３１,２９４百万円  ３１,９３２百万円 ３２,４９１百万円 

 土 地 １９０百万円       １９０百万円 １９０百万円 

 投 資 有 価 証 券 ３２０百万円       ３２３百万円  ３６５百万円 

 

 

計 ３２,０３４百万円  ３２,６７５百万円 ３３,２７６百万円 

 

 
担保付債務は次のとおりであります。 

 （当中間連結会計期間末）   （前連結会計年度末）（前中間連結会計期間末）

 短 期 借 入 金 －百万円    ６００百万円 ６００百万円 

 長 期 借 入 金 ７,４６３百万円   ７,８１５百万円 ８,１６７百万円 

 １年以内に返済 

する長期借入金 
７０４百万円    ７０４百万円 ７０４百万円 

 その他固定負債 ２,２１０百万円   ２,２２１百万円 ２,２２５百万円 

 計 １０,３７７百万円  １１,３４０百万円 １１,６９６百万円 

    

    

なお、このほか旅客鉄道株式会社及び日本貨物鉄道株式会社に関する法律の一部を改正する

法律附則第７条の規定に基づき、当社の総財産を社債の一般担保に供しております。 

（当中間連結会計期間末）  （前連結会計年度末）  （前中間連結会計期間末）

 

 

２００,０００百万円 ２００,０００百万円 ２００,０００百万円
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（中間連結損益計算書関係） 

研究開発費の総額 １． 

（当中間連結会計期間）    （前中間連結会計期間） （前連結会計年度） 

２,１２１百万円   ２,０７２百万円 ６,１７０百万円  

 

２． 

 

その他の損失 

特別損失「その他の損失」のうち、福知山線列車事故に伴う支出額は3,405百万円であります。

また、今後事故に伴う補償などの支出が見込まれますが、これらの費用については、現時点では金

額等を合理的に見積もることが困難であります。 

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

   

   （当中間連結会計期間） 

（平成 17 年９月 30 日現在） 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との調整 

 
現金及び預金勘定 

 
      ８７,８６３百万円 

現金及び預金勘定（３ヶ月超の定期預金）    △１２,１６０百万円 

現金及び現金同等物  ７５,７０３百万円 

 

  （前中間連結会計期間） 

（平成 16 年９月 30 日現在） 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との調整 

 
現金及び預金勘定 

 
      ７７,２１８百万円 

現金及び預金勘定（３ヶ月超の定期預金） △   ６６０百万円 

現金及び現金同等物  ７６,５５８百万円 

 

（前連結会計年度） 

（平成 17 年３月 31 日現在） 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との調整 

 
現金及び預金勘定 

 
      ６２,９０１百万円 

現金及び預金勘定（３ヶ月超の定期預金） △   ６６０百万円 

現金及び現金同等物  ６２,２４１百万円 
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（10）リース取引に関する注記  
 ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。 

 

 

（11）有価証券に関する注記  
Ⅰ前中間連結会計期間末（平成 16 年９月 30 日） 
１．その他有価証券で時価のあるもの 

                                                                                           （単位：百万円） 

種         類 取  得  原  価 
中間連結貸借対照表 

計 上 額 
差    額 

 (1) 株    式  ６,０４０ １１,２８４ ５,２４３

 (2) 債    券    

       国    債 ４,０３６ ４,０３６ ０

 合 計 １０,０７７ １５,３２０ ５,２４３

 
２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

                                                             （単位：百万円） 

種        類 
中間連結貸借対照表 

計 上 額 

 その他有価証券 

非上場株式(店頭売買株式を除く) 

 

３,２８２ 

 その他 ６ 

 
Ⅱ当中間連結会計期間末（平成 17 年９月 30 日）  
１．その他有価証券で時価のあるもの 

                                                                                              （単位：百万円） 

種        類 取 得 原 価
中間連結貸借対照表 

計 上 額 
差    額 

 (1) 株    式  ６,４８９ １７,９６１ １１,４７２

 (2) 債    券    

       国    債 ２７ ２７ △０

 合 計 ６,５１６ １７,９８８ １１,４７２

 
２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 
                                                             （単位：百万円） 

種        類 
中 間 連 結貸借対照表 

計 上 額 

 その他有価証券 

非上場株式 

 

３,４１３ 

 その他 ３,０９９ 

 
 
 
 



 ２２

Ⅲ前連結会計年度末（平成 17 年３月 31 日） 

１.その他有価証券で時価のあるもの 

                                                                                       （単位：百万円） 

種        類 取得原価 
連結貸借対照表 

計  上  額 
差  額 

(1)株式 

(2)債券（国債）

６,４３０

２５

１３,２４５ 

２５ 

６,８１４

０

連結貸借対照表計上額が 

取得原価を超えるもの 

小 計 ６,４５５ １３,２７０ ６,８１４

(1)株式 

(2)債券（国債）

１０９

－

７８ 

－ 

△３１

－

連結貸借対照表計上額が 

取得原価を超えないもの 

小 計 １０９ ７８ △３１

合    計 ６,５６５ １３,３４９ ６,７８３

 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 
                                                            （単位：百万円） 

種        類 
連 結 貸 借 対 照 表 

計 上 額 

 その他有価証券 

      非上場株式     

   その他 

 

３,４１４ 

４,００５ 

 

 

（12）デリバティブ取引に関する注記  
 ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。 
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（13）セ グ メ ン ト 情 報  

１．事業の種類別セグメント情報 

前中間連結会計期間（平成16年４月１日～平成16年９月30日）                                  （単位：百万円） 

 

運 輸 業 流 通 業 不動産業 その他事業 計 
消去又は 

全  社 
連  結 

売  上  高 

(1) 外部顧客に対する売上高 415,780 96,987 28,597 60,162 601,528 － 601,528

(2) セグメント間の内部売上高 
    (又は振替高 8,296 17,763 5,961 50,782 82,804 (82,804) －

計 424,076 114,751 34,558 110,945 684,332 (82,804) 601,528

営 業 費 用 365,523 111,794 25,295 110,095 612,708 (83,065) 529,643

営 業 利 益 58,553 2,956 9,263 850 71,624 260 71,884

当中間連結会計期間（平成17年４月１日～平成17年９月30日）                                  （単位：百万円） 

 

運 輸 業 流 通 業 不動産業 その他事業 計 
消去又は 

全  社 
連  結 

売  上  高 

(1) 外部顧客に対する売上高 417,251 100,107 29,205 61,421 607,986 － 607,986

(2) セグメント間の内部売上高 
    (又は振替高 8,020 17,423 6,104 52,535 84,083 (84,083) －

計 425,271 117,531 35,310 113,956 692,070 (84,083) 607,986

営 業 費 用 360,752 114,591 25,414 112,638 613,397 (84,429) 528,967

営 業 利 益 64,519 2,939 9,895 1,317 78,672 346 79,018

前連結会計年度（平成16年４月１日～平成17年３月31日）                       （単位：百万円） 

 

運 輸 業 流 通 業 不動産業 その他事業 計 
消去又は 

全  社 
連  結 

売  上  高 

(1) 外部顧客に対する売上高 

 
829,450 196,684 58,878 135,834

 
1,220,847 － 1,220,847

(2) セグメント間の内部売上高 
    (又は振替高 

 
16,552 36,178 12,013 123,764

 
188,507 (188,507) －

計 846,002 232,862 70,891 259,598 1,409,354 (188,507) 1,220,847

営 業 費 用 746,636 227,625 51,969 249,413 1,275,644 (187,897) 1,087,747

営 業 利 益 99,365 5,237 18,922 10,185 133,710 (609) 133,100

  （注）１．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 

２．事業区分の方法 
             日本標準産業分類を基本に、経営の多角化の実態が具体的かつ適切に開示できるよう事業を区分しております。 

３．各事業区分の主な事業内容 

運 輸 業 ・・・ 鉄道事業、船舶事業、旅客自動車運送事業を行っております。 

流 通 業 ・・・ 百貨店業、物販・飲食業、各種物品等卸売業を行っております。 

不 動 産 業 ・・・ 不動産販売・賃貸業、ショッピングセンター運営業を行っております。 

その他事業 ・・・ ホテル業、旅行業、物品賃貸業、建設事業等を行っております。 

２．所在地別セグメント情報 

 在外子会社及び在外支店がないため記載すべき事項はありません。 

３．海外売上高 

  海外売上高がないため記載すべき事項はありません。 

 

 



損 益 計 算 書（連 結）

（単位：億円）

項      目

< 1.43 > < 1.42 >

当 　社 運輸収入の増

 営   業   収   益  6,079  6,015  64 子会社 物販飲食業、旅行業、百貨店業増

 営   業   費   用  5,289  5,296 △ 6 当 　社 人件費減、物件費増

子会社 売上原価等の増

 営   業   利   益  790  718  71

△ 182 △ 200  17 当 　社 支払利息減

子会社 持分法投資利益の増

 経   常   利   益  607  518  89

【14年度中間の特別損益の主な内訳】

△ 105  206 △ 311

 501  724 △ 222

 法   人   税   等  197  304 △ 107

 少 数 株 主 損 益  7  12 △ 4

< 1.18 > < 1.13 >

 297  407 △ 110

（注）１．[　 ] は、H17.8.9 発表の業績予想値を示しております。

　　　２．<　 > は連単倍率を示しております。

セ グ メ ン ト 別 実 績
（単位：億円）

項      目

営業収益 　 4,252 　 4,240 　 11 ・ 鉄道事業　運輸収入の増

営業利益 　 645 　 585 　 59

営業収益 　 1,175 　 1,147 　 27 ・ 物販飲食業増　百貨店業増　

営業利益 　 29 　 29 △ 0

営業収益 　 353 　 345 　 7 ・ 不動産賃貸業増

営業利益 　 98 　 92 　 6

営業収益 　 1,139 　 1,109 　 30 ・ 新規連結による増、旅行業増

営業利益 　 13 　 8 　 4

備　　　　考

備　　　　考
平成16年度
中　　　間

増  減

増  減
平成17年度
中　　　間

平成16年度
中　　　間

そ の 他
事 業

運 輸 業

流 通 業

平成17年度
中　　　間

不動産業

連結参考資料

[6,055]
865]

営 業 外 損 益

税引前中間純利益

中 間 純 利 益

特 別 損 益

[  552]865]

[  291]

連－１



貸 借 対 照 表（連 結）

平成17年度 (単位:億円)

平成17年度 平成16年度

中 間 期 末 期 末

流     動    資    産 2,312 2,141 　 171 249

△100

資

固     定    資    産 21,263 21,501 △ 238

産 有 形 固 定 資 産 等 19,019 19,329 △ 309 ####

△ ####

（う ち 減 価 償 却 費 △ 54,379,886,868）　　

の

部 建 設 仮 勘 定 635 692 △ 57

投 資 そ の 他 の 資 産 1,608 1,479 128 81

51

繰     延    資    産 0 0 0

当  社  21,357億円（△1,121億円）

    合       計 23,576 23,643 △ 66

平成17年度 平成16年度

中 間 期 末 期 末

流     動    負    債 5,164 4,972 191

１年以内長期借入金等 1,087 695 392

未 払 金 等 4,076 4,277 △ 200 △407

116

90

固     定    負    債 12,651 13,172 △ 521

社債 ･長期借入金等 9,510 10,121 △ 611

退 職 給 付 引 当 金 2,037 1,997 39

預 り 保 証 金 等 1,103 1,052 50

負     債    合    計 17,815 18,144 △ 329

少  数  株  主  持  分 260 254 6

資 本 金 1,000 1,000 ─

資 本 剰 余 金 550 550 ─

利 益 剰 余 金 3,881 3,653 228

その他有価証券評価差額金 72 43 28

自 己 株 式 3 3 ―

資     本    合    計 5,500 5,243 256

    合       計 23,576 23,643 △ 66

株 主 資 本 比 率 23.3% 22.2%
総資本営業利益率（ＲＯＡ） 3.3% 5.6%

現 預 金

短 期 貸 付 金

前 受 金

繰延税金資産

出 資 株 式

資 産 増 減

資 産 増

未 払 金

未払法人税等

長期債務残高

備          考増　減

科　       　　　　目 増　減 備          考

資 産 減

科　       　　　　目

17年度中間 16年度末 増  減

当  社 9,977 10,142 △ 164

子会社 620 674 △　53

合  計 10,598 10,816 △ 218

配 当 金 等 △71

当 期 純 利 益 297

 
負
 
債
 
・
少
 
数
 
株
 
主
 
持
 
分
 
及
 
び
 
資
 
本
 
の
 
部

期　首 増　加 減　少 期　末

当  社 16,838 394 △682 16,550

子会社 2,490 88 △110 2,468

合  計 19,329 483 △793 19,019

△ △

  連－２



キャッシュ・フロー計算書 (連 結)

（ 単位 ： 億円 ）

税 金等調整前中間純利益 501 724 △ 222

減 価 償 却 費 543 554 △ 10

減 損 損 失 － 39 △ 39

工 事 負 担 金 等 圧 縮 損 202 51  150

退職給付引当金の増減額 37 48  85

賞 与 引 当 金 の 増 減 額 5 5  0

工 事 負 担 金 等 受 入 額 202 52 △ 150

法 人 税 等 支 払 額 234 288  54

そ の 他 127 597  469

計                  (A) 714 377  337

固定資産の取得による支出 575 589  13 設備投資

工 事 負 担 金 等 受 入 額 232 214  18

投資有価証券の売却による収入 1 264 △ 263

そ の 他 18 20 △ 39

計                  (B) 360 90 △ 270 当社 △255、子会社　54

354 287  66 当社 △370、子会社 △51

【長期債務残高】

H17中間 H16末 増減 H16中間 H15末 増減

長 期 債 務 の 増 減 額 218 199 △ 19 10,598 10,816 △ 218 11,185 11,385 △ 199

長 期 債 務 の 増 加 額 － 420 △ 420

長 期 債 務 の 減 少 額 218 619  400

短 期 借 入 金 の 増 減 額 17 9  8 コマーシャル・ペーパー発行等

配 当 金 の 支 払 額 70 80  9

そ の 他 49 42  6

計                  (D) 222 228  6

131 59  72

　現金及び現金同等物の増加額　　（Ｅ） 2 －  2

134 59  75

増　　減
備　　　　　　　　考

項                  目
【17年度の主な内訳】

 フ リ ー ・ キ ャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー  (C=A+B)

 現金及び現金同等物の増減
                                 　 （F=C+D+E)

 新規連結等に伴う

期首 622 → 中間期末 757

長期借入金返済

小　　　　　計

△

△

 

△

 

 

 

 

 

 

△

△

△

△

△

 

 

平 成 17 年 度
中 間

△

 

△

 

 

△

 

 

平 成 16 年 度
中 間

 

 

△

△

△

△

△

 

△

 

 

△

 

△

 

△

△

 

 

△

 

 

営

業

活

動

投

資

活

動

財

務

活

動

連－３



平 成 １７ 年 度 通 期 業 績 予 想（連 結）

（単位：億円）

< 1.45 > < 1.44 >
当 　社 運輸収入の増

 12,330  12,208  121
子会社 物販飲食業、旅行業、不動産販売賃貸業増

 11,037  10,877  159 当　社 修繕費増

子会社 営業費用増

 1,293  1,331 △ 38

△ 341 △ 371  30

当 　社 支払利息減

 952  959 △ 7

子会社 持分法投資利益の増

< 1.24 > < 1.23 >

 485  589 △ 104 営業収益減、営業費用減
営業収益減、特別利益減

（注）１．[　 ] は、H17.8.9発表の業績予想値を示しております。
　　　２．<　 > は連単倍率を示しております。

セ グ メ ン ト 別 通 期 業 績 予 想
（単位：億円）

営業収益  8,485 　 8,460  24 ・ 鉄道事業　運輸収入増

営業利益  949 　 993 △ 44

営業収益  2,343 　 2,328  14 ・ 物販飲食業増　百貨店業増

営業利益  54 　 52  1

営業収益  752 　 708  43 ・ 不動産販売賃貸業増

営業利益  198 　 189  8

営業収益  2,757 　 2,595  161 ・ 新規連結による増、旅行業増

営業利益  102 　 101  0

（注） 記載金額は、単位未満の端数を切り捨てて表示しております。

不動産業

増  減

平成16年度
実　　　績

増  減

 営   業   収   益

項      目

その他
事　業

項　　　目

 営   業   費   用

 営   業   利   益

    営 業 外 損 益

 経   常   利   益

 当  期  純  利  益

運 輸 業

流 通 業

備          考

備          考
平成17年度
業 績 予 想

平成16年度
実　　　績

平成17年度
業 績 予 想

[   576]

[ 1,033]

[ 1,384]

　[12,325]

連－４



（単位：人、億円、％）

連　結 単　体 連　結 単　体

43,765 26,381 43,977 27,200 

－　 ［30,409］ －　 ［31,933］

295 271 307 281 

1,586 891 1,761 1,140 

－　 566 －　 546 

543 449 554 462 

△ 198 △ 187 △ 213 △ 200 

受取利息・配当金 3 4 2 4 

支 払 利 息 △ 201 △ 192 △ 216 △ 205 

408 327 416 347 

自 己 資 金 332 251 334 265 

10,598 9,977 11,185 10,476 

（注）1.記載金額は、単位未満の端数を切り捨てて表示しております。

2.連結・単体の従業員数は就業人員ベースです。

平成16年度

中間期実績 通期見通し 実　　　績

（連　結） ％ 3.3 5.4 5.6 

（連　結）億円 790 1,293 1,331 

（連　結）億円 297 485 589 

（連　結）億円 10,598 10,400 10,816 

（単　体）億円 9,977 9,800 10,142 

（単　体） 人 32,854 

Ｒ Ｏ Ａ

31,213 

営 業 利 益

当 期 純 利 益

長 期 債 務 残 高

〃

期 首 社 員 数

平 成 17 年 度

修 繕 費

退 職 手 当 支 給 人 員

長 期 債 務 残 高

設 備 投 資

金 融 収 支

減 価 償 却 費

項　　　　　　　　　　目

諸　　　元　　　表

退 職 手 当

［期末在籍社員数］

項　　　　　目
平成17年度中間期

従 業 員 数

平成16年度中間期

共通参考資料

共－１



西日本旅客鉄道株式会社

１．連 結 決 算

(1) 損益計算書

○ 営 業 収 益 6,079億円、64億円増（1.1％） 連単倍率1.43

当社は、運輸収入の増等により、9億円の増収。

子会社は、物販飲食業、旅行業、百貨店業等の増収により、54億円の増収。

○ 営 業 利 益 790億円、71億円増（9.9％）

当社は、人件費、動力費の減等により、60億円の増益。

子会社は、旅行業の改善等が寄与して、10億円の増益。

○ 経 常 利 益 607億円、89億円増（17.2％）

長期債務縮減による支払利息減や持分法投資利益の増等により増益。

○ 中 間 純 利 益 297億円、110億円減（△27.1％）　 連単倍率1.18

当社の福知山線事故関連経費の計上、環境安全対策引当金の繰入れ、当社及び子会社で

株式の売却益が減少したこと等により特別損益が悪化。

(2) セグメント情報

・ 運 輸 業 鉄道事業の運輸収入増等により11億円の増収。営業費用減もあり、営業利益は59億円増益。

・ 流 通 業 物販飲食業、百貨店業が好調で27億円の増収。原価等の増により、営業利益は前年並み。

・ 不 動 産 業 不動産賃貸収入増等により7億円の増収、6億円の増益。

・ そ の 他 事 業 旅行業等での増収に新規連結による増収が加わり、30億円の増収、4億円の増益。

(3) 貸借対照表

・ 総 資 産 2兆3,576億円、66億円減（△0.3%）

・ 長期債務残高 1兆598億円、218億円減（△2.0%）

(4) キャッシュ・フロー計算書

・ 営 業 活 動 前年同期に比べ退職金支払額が減少したこと等により、337億円増、714億円のｷｬｯｼｭ･ｲﾝ｡

・ 投 資 活 動 前年同期に比べ株式売却が減少したこと等により、ｷｬｯｼｭ･ｱｳﾄは270億円増の360億円｡

・ 財 務 活 動 長期債務の削減や配当金の支払い等により、222億円のｷｬｯｼｭ･ｱｳﾄ。

(5) 平成18年３月期（通期）の業績予想

・ 売 上 高 12,330億円、121億円増（   1.0%）
・ 営 業 利 益  1,293億円、 38億円減（△ 2.9%）
・ 経 常 利 益    952億円、  7億円減（△ 0.8%）
・ 当 期 純 利 益    485億円、104億円減（△17.8%）

２．単 体 決 算

(1) 損益計算書

○ 営 業 収 益 4,252億円、9億円増（0.2％）
運輸収入は、定期外収入が対前年＋36億円（1.2％）、定期収入が対前年△7億円
（△1.0％）となった。
新幹線は、62億円増（4.0％）、在来線は、33億円減（△1.5％）。

○ 営 業 利 益 698億円、60億円増（9.5％）

営業収益の増や社員数減による人件費の減、動力費等の減により増益。

○ 経 常 利 益 516億円、73億円増（16.5％）

長期債務縮減による支払利息減により増益。

○ 中 間 純 利 益 251億円、108億円減（△30.2％）

福知山線事故関連経費を34億円計上。また、環境安全対策引当金を75億円繰入れたほか、

株式の売却益が減少したこと等から、特別損益が280億円悪化。

(2) 貸借対照表

・ 総 資 産 2兆1,048億円、67億円増（0.3%）

・ 長期債務残高 9,977億円、164億円減（△1.6%）

(3) 平成18年３月期（通期）の業績予想

・ 売 上 高  8,490億円、 25億円増（　 0.3%）
・ 営 業 利 益  1,060億円、 40億円減（△ 3.7%）
・ 経 常 利 益    725億円、 18億円減（△ 2.5%）
・ 当 期 純 利 益    390億円、 90億円減（△18.8%）

平成17年度中間決算について

３期連続の増収。営業利益、経常利益は２期連続の増益、中間純利益は減益。

２期連続の増収。営業利益、経常利益ともに増益、中間純利益は減益。




